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研究成果の概要（和文）：　本研究の成果は大きく以下の５つである。１）乳児期から児童期に至る発達過程は9か月
前後に一つの分岐点を持つ、２）この分岐は現時点では生物学的機構によるものから環境要因との相互作用による機構
への移行と関係していると仮定されている、３）生物学的な要因で、後の社会性と関係しているものとして、身体特徴
と子どもが持つ対人的相互作用時の反応リズムとの関係が見いだされている、４）それ以外の調査項目における、幼児
期要因と小学校入学時点での社会的行動との関係については現在分析中である、５）幼児期の認知的熟慮性および衝動
性と発達障害との関係が示唆されている。

研究成果の概要（英文）：The purpose of the study is to investigate the relationship  between infant behavi
or, environmental factors and later social behavior. The findings of the study were as follows:
1. There is a dividing point at around 9 months of age during the developmental process from infant to chi
ldhood. 2. It is assumed that this dividing point is related to the transition from biological mechanism t
o social mechanism such as interaction with the environment. 3. Biological factors related to later social
 development are physical features such as head circumference and infant's temporal rhythms during mother-
infant interaction. 4. Correlation between questionnaires for infant and social behaviors after enrollment
 in elementary school were being analyzed. 5. Cognitive reflection-impulsiveness is partly related to late
r developmental disorder. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 本研究は、乳児期から児童期に至る発達過
程を、①子どもと養育者の両面について縦断
的に追跡し、現代の子どもの発達的変化をそ
の環境を含めて総合的に捉えると同時に、②
児童期における社会的適応行動をアウトカ
ムとして、エクスポージャーとしての乳幼児
期の個体要因、環境要因との関係を明らかに
し、③発達的変化の機構を総合的に検討する
ことにより、当時もまた今日においても国家
的な課題となっている、児童期の適応問題の
発生機序の解明と問題への具体的な支援の
ための方策を提案しようとするものであっ
た。 
本研究の前身であった、独立行政法人科学
技術振興機構(JST)のもとに実施され、2008 
年に終了した「日本における子供の認知・行
動発達に影響を与える要因の解明研究
（JCS：Japan Children’s Study）」では、
乳児期から3歳半までのデータ収集が行われ
たが、データクリーニングや画像データの解
析などが未着手であった。また、本来のター
ゲットであった児童期の社会性と乳幼児期
の個体・環境要因との関連性解明は絶望的な
状況であった。社会的背景としては、幼保一
元化や幼小連携など、幼児期から児童期にか
けての子ども理解が強く求められていた。特
に、小学校入学に伴う子どもの適応行動につ
いては、情動発達や学級適応の問題などとも
関連して、エビデンスベースでの対応が求め
られていた。 
子どもの縦断的研究は 20 世紀半ばから減
少の傾向が見られていたが、本研究が開始さ
れた頃には諸外国においても研究が多くみ
られるようになっていた。これらの背景には、
少子化や早期保育の展開などによる母子関
係の量的・質的変化への不安、核家族化や情
報化の急激な展開などによる子どもを取り
巻く環境の急激な変化への不安など、子ども
の育ちと教育に対する不安感があったと思
われる。英国ではすでに 1946、1958、1970 年
に開始した BCS（British Cohort Studies）
46、BCS58、BCS70 の調査研究が走っていたが、
さらに 2001 年からは Millennium Cohort 
Study がスタートしていた。同じく英国 Avon 
では、生体試料を含めたコホート研究 The 
Avon Longitudinal Study of Parents and 
Children （ALSPAC）が 1991 年より開始され
ていた。カナダでは、National Longitudinal 
Survey of Children and Youth （NLSCY）が
1994 年に始まっている。また、オーストラ
リアでは、家族･地域サービス省（Department 
of Family and Community Services）による
コホート調査 Growing Up in Australia: the 
Longitudinal Study of Australian Children 
が、2004 年 2 月に始まっている。米国では、
日本のJCS とほぼ同時期の2006 年より、The 
National Children's Study（NCS）が開始さ
れていた。NCS では、我が国のエコチル研究
同様に、土壌汚染など環境問題の検討も含め

られていた。研究開始当時の社会的環境は、
子どもの問題行動の発生機序解明と育児・教
育への応用を求める声が高かったが、5 年経
過した今日における我が国の状況を見てみ
ると、少なくとも心理学と小児科学領域が関
与している組織的な研究は我々のものを除
いて皆無である。 
本研究のまとめにおいて、研究組織につい
ても述べておきたい。200 名に満たない対象
とはいえ、毎年一回の観察と調査票の送付と
受け取りを行い、それらをデータベース化す
るためには、きわめて有機的に構成された研
究組織が必要である。今回の研究が一定の成
果をあげ、今後のデータの研究者への開放を
可能にしたのは、測定グループ、データ入力
グループ、マネージメントグループの存在で
あったと考える。また、これらのグループが
安定的に活動するための研究室が、武庫川と
三重に確保できたことも重要な要因である
と考えられる。データは、指紋照合によって
管理されるデータ保管室に蓄積され、個人情
報や蓄積情報が四散したり流失したりする
ことがないようになっていた。このシステム
は、今回研究が終了した後も同様に機能し続
け、次の研究費獲得後の再開につなげてゆく
ことになる。社会が必要とする事柄であるか
らと言って、組織的な体制が組まれていなけ
れば実行可能性が担保されなくなる。研究開
始時点での組織設計と研究グループや、協力
者とのつながりを維持するマネージメント
グループの初期の準備態勢の重要性が示唆
されよう。 
２．研究の目的 
本研究は、乳児期から児童期に至る発達過
程を、①子どもと養育者の両面について縦断
的に追跡し、現代の子どもの発達的変化をそ
の環境を含めて総合的に捉えると同時に、②
児童期における社会的適応行動をアウトカ
ムとして、エクスポージャーとしての乳幼児
期の個体要因、環境要因との関係を明らかに
し、③発達的変化の機構を総合的に検討する
ことにより、今日社会的に注目されている、
児童期の適応問題の発生機序の解明と問題
への具体的な支援のための方策を提案しよ
うとするものである。同時に、④できるだけ
早い時期に、この研究で得られた画像を含め
た様々なデータを、共用発達研究データベー
スとして、一定の条件の下に日本における発
達研究者に提供し、広く将来の発達研究の発
展を目指そうとするものであった。これらの
目標を達成するために、誕生時から蓄積され
てきたデータのクリーニングと解析作業を
継続すると同時に、コホート研究の対象者に
ついて、3 歳半より児童期までの追跡がなさ
れた。 
設定された達成目標は以下の通りであっ
た。①4 歳半以降の相互作用観察場面の行動
分析によって示される母子・仲間関係の行動
特徴及び質問紙の社会的行動項目への回答
傾向と、乳幼児期に測定された諸要因との関



係性解明、②唾液分析によるストレス耐性の
生化学的個人差解明及び子どもの行動特性
との関係性解明、③入学時点での環境変化へ
の適応と乳幼児期における母子の行動特性
との関係性解明、④社会適応の指標としての
熟慮衝動性テストと子どもの社会的行動特
徴との関係解明、⑤妊婦のストレス脆弱性と
新生児期・幼児期の身体的・心理的脆弱性と
の生理学的関係の解明、⑥画像・調査票の発
達データベースの構築、⑦乳児期から児童期
までの発達過程の記述と、その変化の機構に
ついての発達モデルの構築、⑧児童期におけ
る社会性の発達モデルに基づく問題行動解
決へのエビデンスベースの提言。 
研究目的を達成するに際して、研究グルー
プが留意したところは、以下のような点であ
った。①子どもの発達を心理学的・医学的な
側面から個体と環境要因を多元的に捉え、分
析すること。②従来の調査法に加えて、小児
科医と発達心理学者による診察・行動観察の
ビデオ記録を質的・量的に分析し、質問紙を
補完し、総合的に発達を捉えること。③母子
のストレス耐性などの形成過程を誕生時の
免疫機能などを指標として検討し、関係性の
生物学的機序についても言及できるように
すること。④医師による直接観察を通じて、
発達障害の萌芽症状や環境による変容とい
った臨床医学的視点からの分析を進めるこ
と。⑤保育園・幼稚園・学校における社会的
適応状況について、養育者とそれ以外の他者
の視点からの評価を加え、客観性を高めるこ
と。⑥乳児期から児童期までの、質問紙・動
画記録などのデータベースを構築し、遡及的
検討に際して、具体的な行動確認ができるよ
うにすること。 
これらの視点からの検討は、個体要因と社
会的環境要因が子どもの発達をどのように
方向づけるのかについての発生機序を明ら
かにする上での情報量を大きくし、研究終了
後における追加的研究を生み出すものと考
えられた。 
３．研究の方法 
⑴研究組織 
本研究は比較的大規模集団の追跡研究であ
ったため、組織の構造と目的を明確に定めた。
図に示されているように、三重グループは主
として調査・観察の実施を担当し、武庫川に
ある発達心理グループは、西宮市における調
査・観察の実施とともに、データクリーニン
グ、三重グループからの依頼に従ったデータ
解析、三重グループとの調整のもとでの質問
項目の策定などを担当した。また、研究全体
のヘッドクオーターとして、武庫川女子大学
の 子 ど も 発 達 セ ン タ ー
（http://childstudy.jp）に事務局を置いて、
個人情報の管理、を行った。また研究に従事
するアルバイトを含めて、倫理綱領について
の研修を行い、データ管理に万全を期した。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑵研究の実行計画 
研究組織との関係から、本研究の当初に計
画された研究期間中のタイムラインが図に
示されている。期間中の調査項目は表に示さ
れた通りであった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑶研究方法の概要 
①質問紙調査：質問紙は年に一度程度、三重
グループ、西宮グループともに郵送で実施し
た。項目数は年度によって少しの増減がある
が、社会経済状況、ライフイベント、KIDS 発
達検査などのパネル調査部分と、幼児期後期
から加わってくる遊びの範囲や種類など子
どもの社会的行動項目などから構成されて
いた。②相互作用観察：本研究においては、
母子相互作用場面、自由遊び場面、行動抑制
をもとめられる自己抑制場面での行動が4台
のカメラによってモニターされ、その画像が
各々の分割画面として記録された。これらの
観察場面は、場面への適応と医師観察、熟慮
衝動に関する PC実験を含めておよそ 45分以
内におさまるよう実施された。観察は、三重
と西宮に設置された約 5ｍ四方の行動観察室
において実施された。③医師観察：上記観察
場面において、相互作用観察終了後、医師に
よる医学的観察がなされ、発育状況と小児神
経学的な状態についての評価がなされた。項
目としては、感覚系・運動系及びそれらの統
合状態などの身体的な部分、言語理解、他者



視点の獲得など、対人関係の構成要素とみな
される特性が精査された。また、小学校入学
後は、学校での様子など家庭外での様子につ
いても、医師観察場面でインタビューされて
いる。④熟慮・衝動性テスト：情報の取得と
判断における認知的能力の速さと正確さを
指標とした、認知的熟慮・衝動性が、コンピ
ュータを用いた MFF テスト（Matching 
Familiar Figures Test）によって測定され
た。⑤対面遊び場面における頭部運動の記
録：対人行動における他者視点の取得とター
ンテーキングに着目した、ジェンガ遊び時の
子どもの頭部運動が、モーションキャプチャ
ーによって記録された。⑥ストレス耐性：母
親のレジリエンス、子どもの気質項目への反
応傾向が測定された。当初計画していた、α
アミラーゼとコルチゾールによるストレス
の個人差については、標準テータとしての幼
稚園での測定のみが実施された。⑦三重グル
ープにて、ＨＬＡ－Ｇ：臍帯血を用いた、母
体への免疫学的ストレスに対する寛容を誘
導する HLA-G(Human leukocyte antigen-G:
ヒト白血球抗原)の発現様式、コルチゾール
等のストレス物質の測定および新生児期か
ら乳児期にかけての母親の対児感情測定が
なされた。 
４．研究成果 
 JST 研究から追跡してきた子どもたちは、
平成 26 年時点で全員が小学校に入学し、先
頭グループは小学校 4年生になっている。当
初設定された、アウトカムとしての児童期の
社会的行動の入り口部分までのデータが揃
ってきている。研究の目的は、乳幼児期にお
ける個体要因、環境要因と児童期の社会的行
動との関係性を解析し、児童期の社会的問題
行動の発生機序についてのモデルを提案す
ることにあった。１００を超える調査項目の
8 年間にわたるデータは、①質問紙調査の素
データ、尺度データ、②観察場面における条
件ごとの画像データおよび、それらのマイク
ロ分析による数値化データ、③モーションキ
ャプチャーによって測定された頭部運動の
時系列データ、④医師観察による発達評価、
⑤面接による母子のインタビューデータな
どとして整理されている。 
これらのデータは、①個々の項目の発達傾
向や自己抑制行動の発達的変化、読み聞かせ
場面の母子相互作用の変化など各要因の時
間軸に沿ったマッピング、②要因間の相関や
時差相関に代表される時間軸に沿った要因
間の構造的変化の解明、③追跡途中において、
何らかの問題の存在が想定されたケースに
ついての遡及的分析、④児童期の社会的行動
をアウトカムとした発達初期の諸要因との
関係性解明およびモデル構築のために使わ
れた。 
個々の研究成果は５．に示された通りであ
る。研究全体の基盤となっている、生物学的
要因と環境要因の相互作用に関するモデル
化は、24 年より開始されている。基本的な考

え方は、図に示したように個体の持つ生物学
的要因が環境と相互作用し、その結果が個体
要因に作用するというものであった。 
 
 
 
 
 
 
 
25 年度時点では試行的分析がなされつつ
あるが、9 か月齢前後に分極点が存在するこ
とが示唆されているが、個体要因の中のどれ
が大きな効果を持つのかなど、詳細な分析に
はいたっていない。遺伝的要因との関係につ
いては、HLA-G、コルチゾールなどを指標と
した検討を進めているが、現時点では誕生時
の抗体反応が１カ月時点での母親の子ども
への態度と関係しているというレベルの解
明にとどまっている。 
これら、研究目的に関する成果とともに、
方法面での成果も得られている。これらは学
術的な形では発表されていないが、①画像解
析のためのコーディングシステム、②エクセ
ル上の画像書誌情報とハードディスク上の
画像データとのランダムアクセスソフト、③
タッチパネルを用いた熟慮・衝動テスト、な
どの支援ツールが開発されている。 
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